
いちごドリルプリント

企業と労働者プリント 名前

問1 日本国憲法第28条および労働組合法では、労働者が使用者と対等な立場で交渉できるよう「労働三権」を保障しています。労働者が自ら組織し
た団体（労働組合）が、賃金や労働時間の改善を求めて経営者側と話し合いを行う権利を何といいますか。 （2020年 熊本県公立入試 類似）

1. 団結権 2. 団体交渉権 3. 団体行動権（争議権） 4. 勤労の権利

問2 1990年代以降の日本において、パートや派遣社員、契約社員といった「非正規雇用」の労働者が増加した主な背景と、その特徴について述べた
文として正しいものはどれですか。 （2025年 島根公立入試 類似）

1. 企業が景気の変動に合わせて雇用
の調整を柔軟に行い、労働コストを
低く抑えようとしたため、非正規雇
用が拡大した。

2. 政府が終身雇用を法律で義務付け
たため、企業は定年まで雇う必要の
ない非正規雇用の採用をすべて停止
した。

3. 労働者の多くが、高い賃金と手厚
い福利厚生を求めて、自ら積極的に
非正規雇用の形態を希望するように
なった。

4. 年功序列制度が強化されたことで
、若年層の労働者が正規雇用として
採用される割合が急激に高まった。

問3 現代の企業には、単に利潤を追求するだけでなく、環境保全や法令の遵守、さらには地域社会への貢献といった、社会の一員としての義務を果
たすことが求められています。このような企業の責任を指す言葉として最も適切なものはどれですか。 （2020年 徳島公立入試 類似）

1. CSR（企業の社会的責任） 2. NGO（非政府組織） 3. NPO（非営利組織） 4. ODA（政府開発援助）

問4 株式会社において、出資者である株主が集まり、企業の経営方針の決定や経営者の選任などを行う、その企業の最高意思決定機関を何といいま
すか。 （2026年 兵庫公立入試 類似）

1. 株主総会 2. 取締役会 3. 監査役会 4. 運営委員会

問5 現代の日本において「働き方改革」が進められ、ワーク・ライフ・バランスが重要視されている背景や理由として、最も適切な説明はどれか。
（2016年 岡山公立入試 類似）

1. 少子高齢化による労働力不足の中
で、育児や介護と仕事を両立できる
環境を整える必要があるため

2. 終身雇用や年功序列といった制度
をすべての産業で一律に義務化し、
雇用を安定させるため

3. 長時間労働を前提とした働き方を
定着させることで、短期間での経済
成長を目指すため

4. 労働者が自由に休日を決められる
ようにすることで、企業の管理コス
トを削減するため

問6 現代の企業には、利益を追求するだけでなく、法令遵守や環境保護など、社会全体に対して果たすべき責任が求められています。企業の社会的
責任（CSR）の具体的な内容として、適切でないものはどれですか。 （2022年 青森県公立入試 類似）

1. 消費者に対して、安全な商品や正
しい情報を提供する

2. 環境への負担を減らすため、再生
可能エネルギーを利用する

3. 景気を安定させるため、国債など
を売買する公開市場操作を行う

4. 法令を守り、労働者が働きやすい
環境を整備する

問7 現代の企業は、単に利潤を追求するだけでなく、社会の一員として環境保護や法令の遵守、社会貢献、従業員の雇用維持といった役割を果たす
ことが求められています。このような企業が負うべき責任を何と呼びますか。 （2022年 香川公立入試 類似）

1. 企業の社会的責任（CSR） 2. 持続可能な開発目標（SDGs） 3. コンプライアンス（法令遵守） 4. コーポレート・ガバナンス

問8 労働者が集団で労働組合を結成し、経営者などの使用者と「団体交渉」を行うことが法律で認められている理由として、最も適切な説明を選び
なさい。 （2017年 秋田県公立入試 類似）

1. 個々の労働者は使用者に対して立
場が弱いため、組織化することで対
等な交渉力を確保するため

2. 一日の労働時間や休息時間を厳密
に定め、過労による健康被害を未然
に防ぐため

3. 労働者間の賃金の格差をなくし、
すべての国民が等しい所得を得られ
るようにするため

4. 労働災害が発生した際に、使用者
が支払うべき賠償額をあらかじめ決
定しておくため

問9 労働基準法第32条において規定されている、使用者が労働者に課すことができる原則的な労働時間の制限として正しい内容を選択してください
。 （2022年 島根公立入試 類似）

1. 1日につき8時間、1週間につき40
時間まで

2. 1日につき7時間、1週間につき35
時間まで

3. 1日につき10時間、1週間につき5
0時間まで

4. 1日につき12時間、1週間につき6
0時間まで

問10 日本の伝統的な雇用慣行が変化し、働き方が多様化するなかで、自ら新しいアイディアや技術をもとに事業を興す動きが見られます。この「自
ら事業を立ち上げること」と、日本の伝統的な特徴である「勤続年数や年齢が上がるにつれて賃金が高くなる仕組み」の組み合わせとして正し
いものはどれですか。 （2024年 兵庫公立入試 類似）

1. 起業 ・ 年功序列 2. 起業 ・ 成果主義 3. 正規雇用 ・ 年功序列 4. 非正規雇用 ・ 終身雇用

問11 日本の産業構造における「下請け」という仕組みの説明として、最も適切なものを選びなさい。 （2018年 富山県公立入試 類似）

1. 中小企業が大企業から部品の製造
などを請け負い、分業によって効率
的な生産体制を築く仕組み。

2. 大企業が中小企業の資本金や従業
員数を管理し、すべての利益を大企
業に集約させる仕組み。

3. 中小企業が独自のブランドを確立
するために、大企業の名前を借りて
製品を販売する仕組み。

4. 大企業が経営難に陥った際、中小
企業が資金を融通して親会社を救済
する仕組み。

問12 独自の技術や独創的なアイデアを基に、これまでにない新しいサービスや製品の開発に挑戦する中小企業やスタートアップのことを何と呼びま
すか。 （2017年 愛媛公立入試 類似）

1. ベンチャー企業 2. 公企業 3. 持株会社 4. 特定非営利活動法人（NPO）

問13 株式会社は、事業活動によって得られた利潤の一部を、出資者である株主に還元する仕組みを持っています。このように、企業が得た利益を株
主に分配することを何と呼びますか。 （2019年 静岡公立入試 類似）

1. 配当 2. 利子 3. 賃金 4. 税金

問14 1995年と2015年の日本の労働状況を比較したとき、労働者数と雇用形態の変化に関する説明として最も適切なものはどれですか。 （2017年

愛媛公立入試 類似）

1. 総労働者数は減少しており、それ
に伴い非正規雇用の割合も1995年よ
り縮小した。

2. 総労働者数は増加しており、非正
規雇用が占める割合も1995年の約3
割から、2015年には4割弱へと拡大
した。

3. 正社員の割合が劇的に増加したた
め、パートタイム労働者などの非正
規雇用は統計上ほとんど見られなく
なった。

4. 終身雇用の慣行が全ての世代に浸
透したことで、雇用形態による格差
は完全に解消された。



いちごドリルプリント

答え合わせ・解説

問1 答え 2

団体交渉権

労働三権の一つであり、労働組合が使用者と対等な立場で労働条件の維持・改善について話し
合う権利を指します。労働者が一人で使用者と交渉することは困難であるため、集団（団体）
の力で交渉することが法的に認められています。これに対し、労働組合を作る権利は団結権、
ストライキなどを行う権利は団体行動権と呼ばれます。

問2 答え 1

企業が景気の変動に合わせて雇用の調整を柔

軟に行い、労働コストを低く抑えようとした

ため、非正規雇用が拡大した。

バブル経済崩壊後の景気後退期において、日本の企業は国際競争力を高めるために人件費（労
働コスト）の削減を進めました。非正規雇用は、正規雇用に比べて賃金を低く抑えられるだけ
でなく、景気の悪化時に雇用契約を終了させるなどの調整が比較的容易であるため、企業側で
の採用が増加しました。これにより、日本の雇用慣行であった終身雇用や年功序列の仕組みが
変化することとなりました。

問3 答え 1

CSR（企業の社会的責任）

企業は社会の中で活動する存在であり、利益を上げること以外にも、環境への配慮やコンプラ
イアンス（法令遵守）、文化支援といった社会貢献が期待されています。これを「CSR」また
は「企業の社会的責任」と呼び、現代の企業評価における重要な指標となっています。

問4 答え 1

株主総会

株式会社の所有者である株主によって構成される会議であり、会社の根本的なルールである定
款の変更や、経営の実務を担う取締役の選任などを行う権限を持っています。会社の方向性を
決める最も重要な機関であるため、最高意思決定機関と呼ばれます。

問5 答え 1

少子高齢化による労働力不足の中で、育児や

介護と仕事を両立できる環境を整える必要が

あるため

深刻な人手不足が懸念される中、女性や高齢者、育児・介護を行う人など、多様な人々が無理
なく働ける社会にすることが不可欠です。仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を
実現することで、働き手の意欲を高め、社会全体の活力を維持することが求められています。

問6 答え 3

景気を安定させるため、国債などを売買する

公開市場操作を行う

公開市場操作は、中央銀行である日本銀行が通貨の流通量を調整して景気や物価を安定させる
ために行う金融政策であり、一般企業が果たす社会的責任（CSR）には含まれません。企業の
社会的責任には、法令の遵守（コンプライアンス）、環境保護、消費者保護、地域社会への貢
献などが挙げられます。

問7 答え 1

企業の社会的責任（CSR）

企業は経済活動を通じて利益（利潤）を上げることを目的としていますが、現代社会ではそれ
だけではなく、環境への配慮や地域社会への貢献、さらには法律を守るといった広い意味での
責任が期待されています。これを「CSR（Corporate Social
Responsibility）」といい、公民の経済分野における重要な概念です。

問8 答え 1

個々の労働者は使用者に対して立場が弱いた

め、組織化することで対等な交渉力を確保す

るため

労働組合法の目的は、労働者が使用者と対等な立場で交渉できるようにすることにあります。
雇用契約において、雇われる側である個人の労働者は、雇う側である使用者に対して交渉力が
弱くなりがちです。そのため、団体を組織して交渉する権利を保障することで、実効性のある
労働条件の改善を可能にしています。

問9 答え 1

1日につき8時間、1週間につき40時間まで

労働基準法では、労働者の健康維持や生活時間の確保を目的として、労働時間の上限を厳格に
定めています。これを超えて労働させる場合には、労働者の代表と書面による協定（いわゆる
36協定）を結び、割増賃金を支払う義務が使用者に課せられます。

問1
0

答え 1

起業 ・ 年功序列

新しい事業を興すことは起業と呼ばれ、経済の活性化や雇用の創出につながるものとして期待
されています。一方、勤続年数や年齢に応じて賃金や役職が上がっていく仕組みは年功序列と
呼ばれ、終身雇用とともに日本型雇用の大きな特徴とされてきました。

問1
1

答え 1

中小企業が大企業から部品の製造などを請け

負い、分業によって効率的な生産体制を築く

仕組み。

日本の製造業では、自動車などの複雑な製品を作る際、大企業がすべての部品を作るのではな
く、多くの中小企業に専門的な部品の製造を委託する形式がとられています。これを「下請け
」と呼び、専門特化した技術を持つ中小企業と大企業が連携することで、質の高い製品を効率
よく生産できる仕組みになっています。

問1
2

答え 1

ベンチャー企業

独自の技術や独創的なアイデアを活用して、新しいビジネスモデルを構築する企業を指します
。特にITや先端技術の分野で多く見られ、経済の活性化や技術革新（イノベーション）の担い
手として期待されています。

問1
3

答え 1

配当

株式会社に出資して株式を受け取った人を「株主」と呼びます。企業が事業を成功させて利潤
（利益）を得た際、その一部を株主に対して分配する仕組みを「配当」といいます。選択肢に
ある「利子」は銀行預金や貸し借りに対して発生するもの、「賃金」は労働の対価として支払
われるもの、「税金」は公共サービスのために国や地方公共団体に納めるものを指しており、
これらは企業の利益分配とは区別されます。

問1
4

答え 2

総労働者数は増加しており、非正規雇用が占

める割合も1995年の約3割から、2015年には

4割弱へと拡大した。

1990年代後半からの経済状況の変化や規制緩和により、企業は固定費である人件費を抑える
傾向を強めました。その結果、1995年時点では労働者全体の3割程度であった非正規雇用の割
合は、2015年には4割近くにまで上昇しています。この傾向は、特に若年層や高齢者、女性の
労働市場において顕著に見られます。


